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【抄録】
生涯学習社会の進展に伴い、小規模市町村においても公立図書館の設置が進められているこ

とから、その取組の経過について質問紙調査を行った。その結果、図書館の設置は首長の判断
が直接のきっかけとなる場合が多いこと、図書館設置準備委員会等を開催する自治体が多い一
方で住民の意見を聞く機会を持たない自治体もあること、図書館サービス計画を策定している
図書館は半数程度であり、予算額との兼ね合いなどから当初の計画通りのサービスが実施でき
ていないと考える図書館が多いことなどが明らかになった。

1 はじめに
生涯学習社会の進展や学習ニーズの多様化

により、公立図書館を設置する機運が高まっ
ている。しかし、図書館の新設には予算とと
もに、専門的な知識や経験が必要であり、各
自治体においては外部の有識者の協力を得る
などの取組が行われている。しかし、一方で
は、図書館の機能を十分検証せずに設置計画
が進められ、開館後のサービスが十分でなか
ったり、幅広い利用者を得られずにいる図書
館もある。
これまで、公立図書館の設置状況について

は、文部科学省が『社会教育調査報告書』１

により、全国の実態を３年ごとに調査し公表
している。また、社団法人日本図書館協会は、
図書館の実態について毎年調査し、『日本の
図書館』２等で公表している。しかし、これ
らの調査では、図書館が抱える課題や図書館
設置時の取組の状況、課題等は明らかにされ
ていない。また、公立図書館の設置推進につ
いては、文部科学省がパンフレット『すべて
のまちに図書館を －公立図書館の整備への
支援策等の紹介－』を作成し配布しており、
いくつかの県教育委員会図書館主管課では、
図書館未設置市町村向けの図書館づくりマニ
ュアル３等を作成・配付しているが、具体的
な取組のあり方や課題については紹介されて
いない。
さらに、図書館設置に当たって先進的な取

組を行った自治体の例としては、千葉県浦安
市や島根県斐川町などの実践事例４が関係者
の著作において紹介されているほか、文部省
の発行した実践事例集５においても県立図書
館における未設置市町村支援の取組が紹介さ
れている。このほか、著者が昨年１月に実施

した都道府県立図書館を対象とした市町村立
図書館支援策の現状に関する調査６において
は、36 都道府県において図書館未設置市町
村に対する図書館建設に関する個別の相談等
を行っていると回答している。しかし、これ
らにおいても、各自治体の取組の実態及び課
題等については明らかになっていない。
このような状況を踏まえ、近年、公立図書

館を新規に設置した市町村における当時の取
組と課題等に関する調査を実施することとし
た。今回は、各図書館からの回答について、
２月２５日現在の集計結果を報告する。

2 調査の概要
2.1 調査の目的
本調査では、今後、図書館を新規に設置し

未設置を解消しようとする市町村や図書館設
置を求める住民団体等に対して、図書館整備
に向けた取組を行う際の指針として活用され
ることを目的として、近年、図書館を設置し
た市町村を対象に、図書館設置にいたったき
っかけ、当時の自治体としての取組、検討会
議等の設置状況、図書館開館後の課題等につ
いて調査し、その現状を明らかにする。今後、
調査図書館の開館後の運営状況等と比較する
ことによって、図書館設置時における取組の
あり方、配慮事項等を明らかにできるものと
考えている。

2.2 調査の方法
2002 年度から 2007 年度までの６年間に図

書館未設置を解消した市町村を対象とし、当
該図書館に対して郵送による質問紙調査を実
施した。調査対象は当該年度の『図書館年鑑』
７及び 2008 年度の『図書館雑誌』８の新館紹
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介より選定した。
なお、市町村合併等により対象市町村が消

滅した場合も、当該図書館宛に調査票を送付
し、当時の状況について回答を得た。

調査対象 ： １３５館
うち市立図書館 ７館

町立図書館 １１６館
村立図書館 １２館

調査時期 ：平成 19年 12月から 20年 2月

回 収 数 ： ９６館（71％）
うち市立図書館 ７館（100％）

町立図書館 ８１館（ 70％）
村立図書館 ８館（ 67％）

3 調査結果
3.1 施設の整備方法と設置形態
表１及び表２は、施設の整備方法と単独施

設・複合施設の別、複合施設の場合の合築相
手として多かったものである。複合施設とし
て整備された図書館が２／３を占めており、
合築相手としては公民館、生涯学習センター
など教育委員会所管の施設が多い。

表１ 施設の整備方法
整備の方法 図書館数（％）

新築 ６３（66％）

改築 １１（11％）

他用途の既存建物を転用 ３（ 3％）

条例設置（工事等を行わないもの） ８（ 8％）

その他・無回答 １１（11％）

表２ 単独施設・複合施設の別
施設の種類 図書館数

単独施設 ３１

複合施設 ６３

公民館 １８
合
築 生涯学習センター １０
相
手 博物館・歴史資料館等 ８
施
設 市民ホール・貸会議室 ８

役場・教育委員会事務局等 ８

その他・無回答 ２

（注）合築相手の施設は、複数回答の場合を含む。

表３は、図書館の施設を整備する際の補助
金受給の有無である。国庫補助金としては、
文部科学省の学習拠点施設情報化等推進事業
やＮＥＤＯ（独立行政法人新エネルギー・産
業技術総合開発機構）の太陽光発電フィール

ドテスト事業等が、都道府県の補助金として
は、図書館建設促進費補助金等があげられて
いる。なお、５８図書館（改築、転用の９図
書館を含む）が起債したと回答している。

表３ 補助金受給の有無
補助金の種類 新築 改築 転用 条例 無回答

国の補助金のみ １６ １ １ ０ ３

県の補助金のみ １４ ２ ０ ０ ２

国・県の両方 ５ １ ０ ０ ０

受けない・無記入 ２８ ７ ２ ８ ６

（注）「無回答」には、施設の整備方法（表１）が無回答だった
図書館を計上した。

3.2 図書館を設置した理由
表４は、図書館を設置するきっかけとなっ

た事由を回答の多い順に並べたものである。
教育委員会として必要性を感じていたことや
自治体の地域計画等に記載されたこと、住民
等からの要望があったことなどがあげられて
いるが、直接のきっかけは首長の判断とした
回答が多い。

表４ 図書館設置のきっかけ
きっかけ 直接のきっ

きっかけとなった事由 に該当す かけになっ
るもの たもの

教育委員会として設置の必要性を ４０ ５
感じていた （24％） （ 8％）

住民・団体からの要望があった、 ３４ ７
議会への陳情があったなど （21％） （12％）

自治体の地域計画・総合計画等に ２９ １２
記載された （18％） （20％）

首長が図書館の設置を判断した、 ２０ ２３
又は選挙公約であった （12％） （38％）

周辺の自治体等で図書館が設置さ １５ ０
れたことが刺激になった （ 9％） （ 0％）

自治体の何らかの有識者会議等で １３ ５
図書館の必要性が指摘された （ 8％） （ 8％）

議会が図書館設置の議決をした、 ７ ２
又は議員からの強い働きかけ （ 4％） （ 3％）

その他 ７ ６
（ 4％） （10％）

（注）「直接のきっかけになったもの」は３６館が無回答。

3.3 図書館設置に向けた教育委員会等の体制

表５ 図書館設置準備委員会等の設置状況
図書館設置準備委員会等の形態 図書館数

自治体外の有識者等を含む会議を開催した ５５

教育委員会と他部局との横断的な会議を開 １７
催した（委員は自治体職員のみ）

教育委員会で会議を開催した（委員は公民 ８
館図書室職員等を含む教育委員会職員のみ）

会議は開催していない １８

その他・無回答 ７

（注）複数の会議を設置した市町村があるため合計が一致しない。

表５は、図書館設置準備委員会等の設置状



況である。自治体外の有識者を含む会議を設
置した自治体が最も多く、会議を設置しなか
った自治体もある。なお、会議の開催回数が
最も多かったのは、５０回であり、平均開催
回数は９ .０回であった（開催回数の回答が
あった６３館の集計結果）。

表６は、図書館設置準備委員会等の目的で
ある。具体的な要件や数値目標を決定する又
は方向性等を決定することを目的とした委員
会が８４％を占めているが、自治体外の有識
者を含む会議の場合、その割合がより高くな
っている。

表６ 図書館準備委員会等の目的
図書館準備委員会等の目的 全体（％） 外部有識者

を含む会議

図書館の設置に向けた具体的な要 ３４ ２７
件・数値目標等を検討し決定する （43％） （49％）

図書館の設置に向けた方向性、方 ３３ ２４
針を検討し決定する （41％） （44％）

図書館のあり方を決める基礎的な １９ ８
資料、検討用資料をまとめる （24％） （15％）

関係者の懇談会、情報交換会、又 １０ ６
は合意・情報伝達等 （13％) （11％）

その他・無回答 ５ ２
（ 6％） （ 4％）

表７は、どのような人が、図書館設置準備
委員会等の委員となっているかを示したもの
である。社会教育委員等の宛て職での任命や
地域の団体の構成員を任命する場合が多い。

表７ 図書館設置準備委員会等の委員構成
委員の役職等（委員選考の際の選考理由 当該者を委員
として最も重要だった理由により分類） とする委員会

等の数

社会教育委員等、他の有識者会議の ４４（55％）
充て職

自 地域の団体（自治会、ボランティア ３７（46％）
団体等を含む）の構成員

治
学識者、大学教員など ３３（41％）

体
地域の教員 ２６（33％）

職
公募に応募した人 １９（24％）

員
当該都道府県の県立図書館職員 １１（14％）

以
他自治体の図書館職員（他県の県立 １１（14％）

外 図書館職員を含む）

連携先となり得る施設の職員 ４（ 5％）

その他の人（自治体職員を除く） １６（20％）

教育委員会社会教育担当職員 ３８（48％）

自 公民館図書室等の職員・学校司書 ２３（29％）

治 財政主管職員 １３（16％）

体 建設主管職員 １０（13％）

職 教育委員会社会教育担当以外の職員 ９（11％）

員 都市計画主管職員 ４（ 5％）

その他の自治体職員 ２１（26％）

3.4 図書館計画に資する情報収集
表８は、情報収集を行った相手について、

設置計画の、①初期（構想、計画段階）、②
中期（建物設計等の実施時期）、③後期（サ
ービス計画立案、選書等実施時期）の別にま
とめたものである。初期では有識者委員、中
期では業務受託会社等、後期では県立図書館
の市町村支援担当者等からの情報収集の割合
が相対的に高くなっている。また、特に役に
立った情報収集相手としては、全期間を通じ
て近隣自治体や全国の同規模自治体とする回
答が多かった。なお、５６自治体では図書館
視察を行っており、４自治体は視察を行わな
かったと回答した。

表８ 情報収集を行った相手
情報収集を行った相手 初期 中期 後期

図書館既設置の近隣自治体や全国 ６３ ５３ ４８
の同規模自治体 (16) （16） （17）

県立図書館の市町村支援担当者等 ３９ ３３ ４４
(10) （ 7） （10）

図書館設置準備委員会等の有識者 ３３ ２２ １９
委員 ( 3) ( 3) （ 4）

民間のシンクタンク、業務を受注 ２１ ３３ １２
した建築設計会社等 ( 5) （ 9） （ 1）

外部の有識者（有識者委員を除く） １８ １５ １６
( 4) （ 3） （ 2）

図書館関係団体の職員や相談窓口 １７ １５ １６
( 2) （ 2） （ 1）

図書館準備室長等を自治体外から ７ ８ １２
招聘しており、その人の意見 ( 2) （ 3） （ 4）

その他の人 ６ ５ ６
( 0) （ 0） （ 0）

（注）（ ）は、「特に役に立った情報収集の相手」の内数。

表９は、図書館の設置に当たって、どのよ
うに住民の意見を聞いたかを、回答の多い順
にまとめたものである。住民意見交換会等を
開催した自治体が多いが、住民の意見を聞く
機会を設けなかった自治体もある。

表９ 地域住民の意見の聴取方法
意見の聴取方法 図書館数

住民意見交換会・勉強会等を開催し、住民の要 ２３
望を聞いた

自治体に登録している団体等に意見を聞いた ２０
（文書による意見を含む）

住民から文書での意見募集を行った １７

建設工事説明会の席等で意見を聞いた １３

そのような機会は設けていない ２７

その他・無回答 １７

3.5 地域住民の意識と広報
表１０は、図書館を設置することが決まっ

た当時の地域住民の意識を、回答の多い順に
並べたものである。図書館設置の要望が高い



自治体も多いが、最も多い回答は「積極的な
要望は一部の住民のみ」となっている。

表１０ 図書館設置に関する地域住民の意識
地域住民の意識 図書館数

読書普及や図書館設置の運動を行う団体等 ３１
はあるが、積極的な要望は一部の住民のみ

住民運動や陳情が行われるなど図書館設置 １８
が住民要望の高い順位にあった

読書普及や図書館設置の運動を行う団体が １１
複数あるなど、住民から広く要望があった

読書会等の団体はあったが、図書館設置と １１
いう要望はあまりなかった

読書に関する団体もなく、図書館設置とい ４
う要望はほとんど聞いていない

その他・無回答 １６

表１１は、図書館の設置に関する広報の実
施時期を時系列に並べたものである。建物の
設計が決定した時期までに、半数以上の自治
体が広報を行っている。なお、広報の手段と
しては，自治体広報誌等での紹介をあげた図
書館が８９館と最も多く、次いで、自治体の
ホームページを活用したが１６館であった。

表１１ 広報を行った時期
広報を実施した時期 図書館数

調査費等の予算が計上されたとき １９

建設地が決定したとき ２１

建物の設計が決定したとき ３０

建物が竣工したとき ２１

サービス計画（開館時間等）が決まったとき ２２

その他の時期 １２

開館直前まで広報はしなかった ６

3.6 図書館サービス計画とサービス実施状況
表１２は、図書館サービス計画の策定状況

である。サービス計画の策定率は高いが、未
策定の図書館も多い。

表１２ 図書館サービス計画の策定状況
図書館サービス計画の策定時期等 図書館数

開館前に策定している ３２

開館後に策定している ２

開館前に策定し、既に１回以上改定した ７

開館後に策定し、既に１回以上改定した ２

現在策定中である ３

策定していない ４３

その他・無回答 ７

表１３は、図書館サービスの実施状況であ
る。当初の予定通りになっていない部分があ
るとした図書館も多く、その理由としては予

算不足が最も多い。また、図書館の利用者に
年齢層など何らかの偏りがあると回答した図
書館が６２館あり、図書館サービスの一層の
普及が期待される。

表１３ 図書館サービスの実施状況
図書館サービスの実施状況 図書館数

概ね予定通り実施できている ３１

予算額との兼ね合いから予定通りとなっていな ５２
い部分がある

職員数等との兼ね合いから予定通りとなってい ３３
ない部分がある

業務に予定以上に時間や手間がかかり、予定通 ９
りとなっていない部分がある

サービスを行う相手施設の事情で予定通りとな ３
っていない部分がある

複合施設であり、施設全体の事情から、図書館 ７
サービスが制約されている

その他・無回答 ３

4 まとめと考察
図書館の設置は教育委員会としての方針や

地域計画等への記載をきっかけとして、最終
的に首長の判断による場合が多い。また、施
設整備を伴う場合には、起債と国や都道府県
の補助金を受ける場合が多い。また、住民の
図書館に対する意識はまちまちであり、設置
準備時期から開館後までの各段階に応じた広
報の実施など、図書館への関心を高める施策
や図書館の魅力を高めるサービス計画の策定
・実施が望まれる。

5 今後の展開
引き続き、各図書館からの回答を分析し、

現地調査等を行うことにより、各図書館が抱
える課題等を明確にしていきたい。さらに、
調査結果と各図書館の実施する図書館サービ
スの現状等を比較することで、図書館設置に
向けた取組のあり方などについて検証してい
くことを予定している。
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【調査の概要】

１ 調査の目的

新規に公立図書館を設置した市町村における、図書館新設当時の取組の状況等を調査

し分析、比較することによって、今後の公立図書館振興及び新規設置の促進に資する提

案を行うことを目的とする。

２ 調査の対象

平成１４年１月以降に公立図書館の未設置を解消した全国の市町村を対象として、当

該図書館宛に調査票を送付した。（図書館設置の後に市町村合併が行われた場合につい

ても、設置当時に未設置解消となった図書館については調査対象としている。）

３ 調査の方法及び時期

方法： 郵送による質問紙調査を実施した。調査票の回収後、必要に応じ、電話及び

訪問調査によって回答内容の確認・補足を行った。

時期： 質問紙調査については、平成１９年１２月２１日付で調査票を発送し、平成

２０年１月２５日を締切とした。電話及び訪問調査は、２月以降、適宜実施し

た。

４ 調査項目

〇 図書館設置の経緯、建設当時の住民の意識

〇 図書館設置に向けた教育委員会等の体制

〇 図書館計画に資する情報収集や要望の聴取

〇 住民への広報、機運の盛り立て

〇 図書館計画の決定

〇 図書館サービス、運営の現状と今後の課題

５ 回答状況

市町村立図書館１０５館（調査対象：１３６館 回収率７７％）

うち平成１４年（21 ／ 28 館） 平成１５年（30 ／ 35 館） 平成１６年（31 ／ 45 館）

平成１７年（15 ／ 18 館） 平成１８年、１９年（8 ／ 10 館）

６ 調査結果の公表等

本集計結果は、調査対象図書館及各都道府県立図書館等に配布するほか、ホームペー

ジ（http://www.slis.tsukuba.ac.jp/~hamada/）で公表する。



調査にご協力いただいた図書館（設置年別）

【平成１４年】

北海道豊頃町図書館 北海道沼田町図書館 岩手県一戸町立図書館

岩手県大槌町立図書館 群馬県太田市立尾島図書館 千葉県君津市立中央図書館

山梨県笛吹市春日居ふるさと図書館 長野県南牧村図書館 静岡県菊川市立小笠図書館

愛知県美浜町図書館 京都府丹後市立あみの図書館 奈良県川上村立図書館

鳥取県八頭町立郡家図書館 鳥取県伯耆町立溝口図書館 岡山県勝央図書館

広島県尾道市立みつぎ子ども図書館「すくすく」 広島県広島市立佐伯区図書館湯来河野閲覧室 徳島県東みよし町立図書館

愛媛県今治市立大三島図書館 福岡県嘉麻市立嘉穂図書館 宮崎県門川町立図書館

【平成１５年】

北海道平取町立図書館 北海道比布町立図書館 青森県弘前市立岩木図書館

秋田県由利本荘市岩城図書館 秋田県大仙市立神岡図書館 茨城県取手市立ふじしろ図書館

栃木県那須烏山市立南那須図書館 千葉県富里市立図書館 長野県安曇野市明科図書館

長野県御代田町立図書館 岐阜県安八町ハートピア安八図書館 静岡県河津町立文化の家

滋賀県高島市立朽木図書サロン 奈良県上牧町立図書館 鳥取県鳥取市立気高図書館

島根県斐川町立図書館 岡山県鏡野町立図書館 岡山県浅口市立金光さつき図書館

広島県三次市立作木図書館 山口県山口市立中央図書館 山口県山口市立阿知須図書館

山口県阿東町立図書館 福岡県糸田町図書館 福岡県飯塚市立ちくほ図書館

佐賀県嬉野市嬉野図書館 佐賀県佐賀市立図書館大和館 熊本県大津町立おおづ図書館

熊本県菊陽町図書館 熊本県富合町立図書館 熊本県玉名市横島図書館

【平成１６年】

宮城県蔵王町立図書館 宮城県利府町図書館 福島県大仙市立南外図書館

福島県富岡町図書館 茨城県笠間市立笠間図書館 茨城県ゆうき図書館

埼玉県大利根町童謡のふる里図書館 埼玉県騎西町図書館 埼玉県北川辺町立図書館

千葉県印旛村立図書館 千葉県山武市松尾図書館 神奈川県まなづる図書館

山梨県山中湖情報創造館 長野県佐久穂町図書館 長野県豊丘村図書館

長野県南相木村立ふれあい図書館 三重県津市うぐいす図書館 兵庫県多可町図書館

鳥取県智頭町立智頭図書館 鳥取県若桜町立わかさ生涯学習情報館 岡山県津山市立加茂町図書館

岡山県新見市立哲西図書館 広島県江田島市立能美図書館 香川県三豊市仁尾町図書館

長崎県諫早市立たらみ図書館 長崎県雲仙市図書館 長崎県南島原市立西有家図書館

熊本県山鹿市鹿本図書館 熊本県八代市立せんちょう図書館 宮崎県宮崎市立佐土原図書館

沖縄県西原町立図書館

【平成１７年】

北海道上富良野町立図書館「ふれんど」 岩手県花巻市立東和図書館 長野県小谷村図書館

岐阜県大垣市立上石津図書館 静岡県島田市立金谷図書館 兵庫県福崎町立図書館

和歌山県有田川町立金屋図書館 広島県熊野町立図書館 広島県坂町立図書館

愛媛県伊方町立図書館 愛媛県松前町ふるさとライブラリー 福岡県前原市図書館

佐賀県佐賀市立図書館諸富館 宮崎県綾てるは図書館 宮崎県国富町立図書館

【平成１８年及び１９年】

茨城県潮来市立図書館 茨城県那珂市立図書館 埼玉県杉戸町立図書館

静岡県芝川町中央図書館 奈良県平群町立図書館 鳥取県岩美町立図書館

広島県府中町立図書館 長崎県南島原市原城図書館
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〇 特に注釈のない限り、回答の数値は回答図書館数を示す。

【回答記入者のプロフィール】

本調査の回答者は以下のどれに該当しますか。該当するものを選んでください。ま

た、特別な状況がある場合には自由記入欄にご説明ください。

ア 当時の担当であった、又は同じ部署にいて良く知っている ２９

イ 当時同じ部署にいてある程度知っている、又は引継ぎ等で詳しく聞いた １５

ウ 本調査の回答に当たり、当時の担当者等に確認した ４３

エ その他・無回答 １８

１．図書館施設の形態、規模及び建設財源について

【１】貴図書館の施設の種類は何ですか。複合施設の場合は、同一建物に設置されて

いる施設名を記入してください。

ア 単独施設（建物に図書館のみが設置されている） ３４

イ 複合施設（図書館以外の施設も設置されている） ７０

ウ 単独施設であるが、図書館が他の業務も実施している ０
（住民票発行の取り次ぎを行っているなど）

エ その他・無回答 １

〇 複合相手の施設

施設名 件数 施設名 件数

生涯学習センター １３ 文化会館 ５

公民館 １０ 児童館 ５

市民ホール等 ９ 地域情報センター ４

教育委員会事務局・役場 ７ 貸会議室 ３

博物館・郷土資料館等 ７

その他：中学校、スポーツセンター、保健センター、社会福祉協議会事務所、コミュニ

ティセンター、農民研修センター、自転車等駐輪場など
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【２】施設の規模や建設費、補助金の有無等について記入してください。

（１）施設の （ 新築 ・ 改築 ・ 転用 ・ 条例設置 ） の別

ア 新築 ７９

イ 改築 １１

ウ 転用 ６

エ 条例設置 ９

（注）「転用」は、別用途に使用していた建物を改修工事をせずに転用した場合を指し、「条例設置」は

図書館条例を制定して既存の公民館図書室等を図書館に位置付けた場合を指す。

〇 自由記入欄への記述

・公民館の改修が必要になり、複合施設として図書館が設置された（改築）

・市町村合併を控えて公民館図書室を条例設置して図書館とした（条例設置 ２）

・現在、新図書館の建設に向けた検討中であり、現在の施設はそれまでの暫定的なもの

と位置づけられている（転用、条例設置 各１）

（２）敷地面積と図書館の延べ床面積及び建物全体の延べ床面積

〔敷地面積〕 （単位：㎡）

合計（９８館） 新築（７５館） 改築（９館） 転用（６館） 条例設置（８館）

平均値 6844 7742 4159 3403 4018

最大値 49925 49925 12735 10000 11917

最小値 150 736 500 400 150

（注）（ ）内は、回答館数である。（以下の表について同じ。）

〔図書館の延べ床面積〕 （単位：㎡）

合計（１０１館） 新築（７８館） 改築（９館） 転用（６館） 条例設置（８館）

平均値 1133 1347 454 369 390

最大値 4136 4136 916 510 807

最小値 131 150 131 188 144
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〔建物全体の延べ床面積〕 （単位：㎡）

合計（９４館） 新築（７１館） 改築（１０館） 転用（６館） 条例設置（７館）

平均値 2864 3184 1840 993 2688

最大値 14808 14808 7126 2846 5526

最小値 112 446 215 112 1545

（３）建物の施設費（建築費又は改築費、修繕費等） （単位：百万円）

合計（８４館） 新築（７１館） 改築（７館） 転用（４館） 条例設置（２館）

平均値 1428 1509 992 699 1354

最大値 17777 17777 5600 2000 1629

最小値 21 172 21 32 1079

（注）施設費には、当該施設の建築又は修繕に要する本工事費、附帯工事費及び事務費を含む。以下同じ。

ア 複合施設について、図書館部分のみの金額 （単位：百万円）

合計（５１館） 新築（４４館） 改築（５館） 転用（２館） 条例設置（０館）

平均値 465 524 121 50 ー

最大値 3201 3201 201 69 －

最小値 3 3 37 31 －

イ 自治体予算額（総額から補助金等を除いた額）と起債額、起債の名称

〔自治体予算額〕 （単位：百万円）

合計（７３館） 新築（６１館） 改築（７館） 転用（５館） 条例設置（０館）

平均値 804 875 162 833 ー

最大値 7165 7165 532 3500 －

最小値 31 42 37 31 －
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〔起債額〕 （単位：百万円）

合計（６１館） 新築（５０館） 改築（８館） 転用（２館） 条例設置（１館）

平均値 796 915 228 94 25

最大値 4229 4229 690 163 －

最小値 17 17 21 25 ー

〔起債の名称（種類）〕

・一般単独事業債 ３５（２）

・地域総合整備事業債 ３１

・臨時経済対策債 １０

・過疎対策事業債 ８（１）

・一般公共事業債 １

・教育福祉施設等整備事業債 １

・義務教育施設整備事業債 １

・地域再生事業債 １

・社会福祉施設整備事業債 １

・図書館単独事業債 １

・日本新生緊急基盤整備事業債 １

・鉱害復旧債 １

・公共施設を転用する事業へのリニューアル債 １（１）

・名称が不明 ４（１）①

〔いくつの種類の起債を行ったか〕

〇 １種類 ４１（１）①

〇 ２種類 １１

〇 ３種類 ３

〇 ４種類以上 ３（６種類、８種類、数は不明）

（注）（ ）書きは内数で改築の図書館数、○付書きは内数で転用の図書館数である（それら以外はすべ

て新築の図書館の回答）。
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ウ 県、国の各省庁、特殊法人等の団体から交付された補助金・交付金等

〔図書館に対する補助（複合施設における建物全体への補助を含む）〕

・ 公立社会教育施設整備費補助金（文部科学省） １

・ 地域 IT 学習情報拠点化（文部科学省） ２

・ 電源立地促進対策交付金（文部科学省） １

・ 公立学校施設整備費補助金（文部科学省） １

・ 震源地地域対策交付金（経済産業省） １

・ 産業再配置促進施設整備費補助金（経済産業省） ２

・ 中心市街地活性化総合支援事業（経済産業省） １

・ 電源立地促進対策交付金（経済産業省） １

・ 原子力発電施設等立地地域長期発展交付金（資源エネルギー庁） １

・ 都市再生推進事業費（国土交通省） １

・ 特定防衛施設周辺整備調整交付金（防衛省） １

・ 木材産業構造改革強化施設整備事業（林野庁） １

・ 地域材利用促進木造公共施設等整備事業（林野庁） １

・ 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（環境省） １

・ 太陽光発電新技術等フィールドテスト事業助成金（NEDO） ３

・ 住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業（NEDO） １

・ 鉱害復旧負担金（NEDO） １

・ 図書館建設促進費補助金（県） ５

・ 市町村総合補助金・地域政策補助金・自治振興事業補助金（県） ５

・ 郷土づくり補助金・新市町村づくり支援事業補助金（県） ５

・ 県産材の利用促進・木造公共施設整備推進（県） ３

・ 地域・家庭教育力活性化推進費補助金（県） １

・ 体育館改善費補助金・大規模地震対策等総合整備事業補助金（県） １

・ 原子力地域振興事業費補助金（県） １

・ 公園・緑化推進事業費補助金（県） １

・ ゴルファーの緑化促進協力会協力金（県） １

・ 農業経営対策事業費補助金（県） １

〔複合施設における図書館以外の施設に対する補助〕

・ 社会体育施設整備費国庫補助金（文部科学省） １

・ 情報通信格差是正事業費補助金・電気通信格差是正補助金（総務省） ２

・ 保健衛生等整備事業（厚生労働省） １

・ 児童厚生施設整備事業（厚生労働省） １

・ 市町村保健福祉センター施設・設備事業補助（県） １

・ 市町村保健センター設備整備事業（県） １

・ 市町村保健センター施設等整備事業補助（県） １

・ 心身障害者福祉作業所建設事業補助（県） １
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（４）図書館の開設にあわせて申請・交付された施設費以外の補助金・交付金等

〔図書館に対する補助（複合施設における建物全体への補助を含む〕

・ 地域・家庭教育活性化推進費補助金（文部科学省） ５

・ 学習拠点施設情報化等推進事業（文部科学省） ３

・ 公立図書館整備支援事業補助金・図書整備事業補助金（県） ４

・ 市町村総合補助金・自治振興事業（県） ２

〔複合施設における図書館以外の施設に対する補助〕

・ 農村総合整備事業（農林水産省） １

〔補助額（（３）ウ、（４）の合計額）〕 （単位：百万円）

合計（６８館） 新築（６３館） 改築（４館） 転用（１館） 条例設置（０館）

平均値 222 218 307 105 ー

最大値 2944 2944 1200 ー ー

最小値 0.5 0.5 0.6 ー ー

（注）補助額の内訳を記入していない図書館が多かったことから、合計額で集計した。

〔いくつの種類の補助金を受けたか〕

〇 １種類 ３８（４）①

〇 ２種類 ７

〇 ３種類 ３

〇 ４種類 ２

（注）（ ）書きは内数で改築の図書館数、○付書きは内数で転用の図書館数である（それら以外はすべ

て新築の図書館の回答）。

【３】現状では、公立図書館は、過疎地域自立促進特別措置法に基づく過疎債の起債

対象に含まれていませんが、起債可能であったとしたら、過疎債による図書館建

設を行っていたと考えますか。

ア 当時も検討した、適用されるのであれば起債しただろう １１

イ 当時は検討していないが、適用されるのであれば起債するだろう １３

ウ 当自治体は過疎債の対象地域でないが、対象であれば起債したであろう ３４

エ 他の方法により財源が確保できるので過疎債は利用しないだろう １７

オ その他 ２０
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２．図書館設置の経緯、建設当時の住民の意識について

【４】図書館の設置について、教育委員会として最初に検討を始めたのは図書館開館

のどれくらい前ですか。開館の×年×月位前と回答してください。

合計 新築 改築 転用 条例設置

１年未満 ７ ２ １ １ ３

１年～２年未満 １０ ４ ０ ３ ３

２年～３年未満 １４ １２ １ ０ １

３年～４年未満 １４ １３ １ ０ ０

４年～５年未満 １１ ８ ２ ０ １

５年～６年未満 ９ ９ ０ ０ ０

６年～７年未満 １ １ ０ ０ ０

７年～８年未満 ６ ６ ０ ０ ０

８年～９年未満 ４ ２ ２ ０ ０

９年～ 10 年未満 ４ ２ ２ ０ ０

10 年～ 11 年未満 ６ ５ １ ０ ０

11 年以上 ９ ８ ０ １ ０

無回答 １０ ７ １ １ １

〇 検討期間が最長だった回答

・新築 １６年

・改築 １０年

・転用 １１年

・条例設置 ４年
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【５】図書館を設置することになった理由は何ですか。理由として考えられるものに

「○」を、具体的な作業に入ることになった直接のきっかけと考えられるものに

「◎」を記入してください。

全 体 新築 改築 転用 条例設置

◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇

首長が図書館の設置を判断した、又は選 ２６ ２２ 20 17 2 3 2 2 2 0
挙公約であった

議会が図書館設置の議決をした、又は議 ３ ７ 3 4 0 1 0 2 0 0
員からの強い働きかけがあった

教育委員会として設置の必要性を感じて ６ ４２ 4 29 1 6 0 4 1 3
いた

自治体に設置された何らかの有識者会議 ５ １４ 2 11 2 2 1 1 0 0
等で図書館の必要性が指摘された

自治体の地域計画・総合計画等に記載さ １３ ３０ 11 25 0 3 2 1 0 1
れた

住民・団体からの要望があった、議会へ ８ ３７ 6 31 1 4 0 1 1 1
の陳情があったなど

周辺の自治体等で図書館が設置されたこ ０ １７ 0 13 0 3 0 0 0 1
とが刺激になった

その他 ６ ７ 4 3 2 0 0 1 0 3

無回答 ４３ ７ 32 6 4 1 1 0 6 0

〇「その他」の具体的な回答

・住民意識調査の結果、図書館建設の要望が高い順位にあった ３

・住民で組織する「まちづくり 100 人会議」において 10 年間にわたり

図書館建設の提言を町に寄せ続けた影響力が大きかった １

・現在図書館の建っている土地の有効活用について住民アンケートを

行った結果、上位にあった図書館の建設が決まった １
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【６】図書館を設置するということが地域住民に広く知られるようになったきっかけ

は、どのようなことでしたか。

合計 新築 改築 転用 条例設置

図書館設置を公約とする首長が当選した、図書館設置を １０ 8 1 0 1
推進する会派が議会の多数派になった

首長・教育長等が、議会、記者会見等で図書館を設置す ２５ 19 2 3 1
る旨の発言をした

図書館設置関連の予算措置（調査費、設計費等）が報道 １４ 9 3 1 1
された

議会で図書館設置に関する要望が議決されたことが報道 ３ 1 1 1 0
された

自治体の地域計画・総合計画等に具体的な設置計画が記 ３１ 27 2 2 0
載された

図書館設置に関心のある住民団体等が行政の取組を住民 ８ 4 3 0 1
に紹介していた

行政が積極的に広報した ４２ 32 4 2 4

特にない、着工まで（又は開館間近まで）広く認識され １１ 7 0 1 3
ることはなかった

その他 １０ 8 0 0 2

無回答 ６ 4 1 0 1

〇「その他」の具体的な回答

・全国でも初めての図書館への指定管理者制度の導入を決めたこと １
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【７】図書館を設置することが決まった当時、図書館設置に対する地域住民の対応、

反応はどのようでしたか。

合計 新築 改築 転用 条例設置

住民運動や陳情が行われるなど図書館設置が住民要望の １９ 15 3 0 1
高い順位にあった

読書普及や図書館設置の運動を行う団体が複数あるなど、 １１ 10 1 0 0
住民から広く要望があった

読書普及や図書館設置の運動を行う団体等があったが、 ３３ 26 3 3 1
積極的な要望は一部の住民からであった

読書会等の団体はあったが、図書館設置という要望はあ １４ 9 1 2 2
まりなかった

読書に関する団体もなく、図書館設置という要望はほと ４ 3 0 0 1
んど聞いていない

その他 １７ 15 1 0 1

無回答 １０ 4 2 1 3

〇「その他」の具体的な回答

・住民の希望はあったが運動まではなかった １
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３．図書館設置に向けた教育委員会等の体制について

【８】図書館の設置準備のために開催した会議等について記入してください。

（１）図書館設置準備委員会等の会議を開催しましたか。

合計 新築 改築 転用 条例設置

ア 自治体外の有識者等を含む会議を開催した ５８ 49 6 2 1

イ 教育委員会と他部局との横断的な会議を開催した（委 ２０ 20 0 0 0
員は自治体職員のみ）

ウ 教育委員会で会議を開催した（委員は公民館図書室職 １１ 6 0 3 2
員等を含む教育委員会職員のみ）

エ 会議は開催していない １７ 7 3 1 6

オ その他 ８ 6 2 0 0

無回答 ５ 4 1 0 0

〇「その他」の具体的な回答

・住民組織によるワークショップ的な会議 １

・当時の状況が不明 １

〇 複数の回答をした図書館

〔新築の図書館〕

・アが２つ １

・アとイ ６

・アとウ １

・イとウ ２

・イとウとオ １

・アと「図書館を考える会」を設置し、学校教員、PTA、保育園、幼稚園、地域の代表

者、社会教育関係委員、図書館利用者等の参加を呼びかけ意見の聴取を行った １

〔改築の図書館〕

・アとオ １
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（２）会議はどのような位置づけでしたか。

合計 新築 改築 転用 条例設置

３６ ３１ ５ ０ ０
図書館の設置に向けた具体的な要件・数値目標等

を検討し決定する 28・6 23・6 5・0 0・0 0・0
1・1 1・1 0・0 0・0 0・0

３０ ２５ １ ３ １
図書館の設置に向けた方向性、方針を検討し決定

する 20・7 17・7 1・0 1・0 1・0
3・0 1・0 0・0 2・0 0・0

１５ １２ ２ １ ０
図書館のあり方を決めるための基礎的な資料、検

討用資料をまとめる 3・5 3・5 0・0 0・0 0・0
3・4 2・2 0・2 1・0 0・0

６ ５ ０ ０ １
関係者の懇談会、情報交換会、又は合意・情報伝

達等 3・1 3・1 0・0 0・0 0・0
1・1 0・1 0・0 0・0 1・0

７ ５ ０ １ １
その他

2・1 1・1 0・0 1・0 0・0
2・2 1・2 0・0 0・0 1・0

３ ３ ０ ０ ０
無回答

2・0 2・0 0・0 0・0 0・0
1・0 1・0 0・0 0・0 0・0

〇「その他」と回答した図書館の具体的内容

・建設基本計画の策定 １

（注）表中の各下段の数字は、【８】（１）の、

ア 自治体外の有識者等を含む会議を開催した

イ 教育委員会と他部局との横断的な会議を開催した（委員は自治体職員のみ）

ウ 教育委員会で会議を開催した（委員は公民館図書室職員等を含む教育委員会職員のみ）

オ その他

ア・イ
の分類ごとの内訳を の形で表示している。

ウ・オ
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（３）会議等の設置時期と開催回数を記入してください。

〔設置時期〕

新 築
合 計 改築 転用 条例設置

小計 ア イ ウ オ

１年未満 ５ １ 1 １ ２ １

１年～２年未満 １１ ７ 5 2 １ ３ ０

２年～３年未満 １４ １３ 6 4 1 2 １ ０ ０

３年～４年未満 １９ １７ 13 3 1 ２ ０ ０

４年～５年未満 ９ ８ 7 1 ０ ０ １

５年～６年未満 ４ ４ 4 ０ ０ ０

６年～７年未満 ４ ４ 2 1 1 ０ ０ ０

７年～８年未満 ２ ２ 1 1 ０ ０ ０

８年～９年未満 ２ ２ 1 1 ０ ０ ０

９年～１０年未満 ４ ３ 3 １ ０ ０

１０年以上 ２ ２ 2 ０ ０ ０

無回答 ７ ５ 3 1 1 １ ０ １

（注）【８】（１）で複数の会議を設置したと回答した図書館については、最も早い時期

に設置された会議のみを集計した。このため、【８】（１）～（３）の他表と合計数

が一致しない。

（注）表中の「新築」については、【８】（１）の、

ア 自治体外の有識者等を含む会議を開催した

イ 教育委員会と他部局との横断的な会議を開催した（委員は自治体職員のみ）

ウ 教育委員会で会議を開催した（委員は公民館図書室職員等を含む教育委員会職員のみ）

オ その他

の分類ごとの内訳を表示している。
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〔開催回数〕

新 築
合 計 改築 転用 条例設置

小計 ア イ ウ オ

１回 １ １ 1 ０ ０ ０

２回 ６ ３ 2 1 ０ ２ １

３回 ５ ２ 2 １ ２ ０

４回 ６ ５ 4 1 ０ １ ０

５回 １１ １１ 9 1 1 ０ ０ ０

６回 ６ ６ 4 1 1 ０ ０ ０

７回 ４ ２ 2 ２ ０ ０

８回 ６ ５ 4 1 １ ０ ０

９回 １ １ 1 ０ ０ ０

１０回 ５ ５ 2 3 ０ ０ ０

１１回 ３ ３ 3 ０ ０ ０

１２回 ０ ０ ０ ０ ０

１３回 １ ０ １ ０ ０

１４回 ３ ３ 3 ０ ０ ０

１５回 ２ ２ 1 1 ０ ０ ０

１６回 １ １ 1 ０ ０ ０

１７回 １ ０ １ ０ ０

２１回 １ １ 1 ０ ０ ０

２３回 １ ０ ０ ０ １

２４回 １ ０ １ ０ ０

２５回 １ １ 1 ０ ０ ０

２６回 １ １ 1 ０ ０ ０

３０回以上 ３ ３ 3 ０ ０ ０

開催回数は不明 ２７ ２５ 8 10 5 2 １ ０ １
又は無回答

（注）【８】（１）で複数の会議を設置したと回答した図書館については、すべての会議

について個別に集計した。

（注）表中の「新築」については、【８】（１）の、

ア 自治体外の有識者等を含む会議を開催した

イ 教育委員会と他部局との横断的な会議を開催した（委員は自治体職員のみ）

ウ 教育委員会で会議を開催した（委員は公民館図書室職員等を含む教育委員会職員のみ）

オ その他

の分類ごとの内訳を表示している。
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（４）会議の委員の内訳（下記から選択）とそれぞれの人数を記入してください。

（途中で委員の変更等があった場合は、最終時期の構成で回答してください。一人の委員が複数の

要件に該当する場合は、もっとも重要な選考理由と考えられるものに分類してください。）

〇 各欄の役職者を委員とした会議等の数と当該委員の人数

合 計 新築 改築 転用 条例設置

学識者、大学教員など ３７（２．０人・３２） ３３ ３ ０ １

社会教育委員等、他の有識者会議の充て職 ５２（４．７人・４１） ４３ ６ ２ １

当該都道府県の県立図書館職員 １４（１．１人・１３） １３ １ ０ ０

他自治体の図書館職員（他県の県立図書 １２（１．３人・９） １０ １ １ ０
館職員を含む）

地域の教員 ３４（１．５人・３２） ３１ ３ ０ ０

連携先となり得る施設の職員 ７（１．５人・４） ６ ０ １ ０

地域の団体（自治会、ボランティア団体 ４７（４．８人・４０） ４１ ４ １ １
等を含む）の構成員

公募に応募した人 ２１（５．１人・２０） １８ ２ ０ １

その他の人（自治体職員を除く） ２１（２．３人・１７） ２０ １ ０ ０

公民館図書室等の職員・学校司書 ２５（１．７人・２３） ２０ ２ ２ １

教育委員会社会教育担当課職員 ４６（２．４人・３６） ３７ ３ ４ ２

教育委員会社会教育担当課以外の職員 １４（１．６人・１３） １０ １ ２ １

財政主管課職員 １８（１．５人・１３） １６ １ １ ０

建設主管課職員 １３（１．３人・９） １２ ０ １ ０

都市計画主管課職員 ７（１．１人・６） ６ ０ １ ０

その他の自治体職員（具体的に記入） ２５（３．２人・２５） ２２ ３ ０ ０

〇「その他の人」、「その他の自治体職員」を選択した図書館の具体的な内容

・助役７ ・教育長６ ・保健師３ ・施設全体のプロジェクト担当者 ３

・自治体の企画課職員、課長３ ・町長２ ・教育次長１ ・収入役１

・保育所長１ ・学校教育課長１ ・建築業者１

（注）複数の会議を設置した場合は、すべての会議について集計した。合計欄には、「当

該役職者を構成メンバーにした会議等の総数（一会議当たりの委員数の平均値・当該

委員の人数を回答した図書館数）」を集計した。



- 16 -

（５）報告書（答申、意見のまとめ等の名称を含む）を作成しましたか。

合計 新築 改築 転用 条例設置

４２ ３７ ４ ０ １
検討結果をまとめた報告書を作成した

34・7 29・7 4・0 0・0 1・0
0・1 0・1 0・0 0・0 0・0

７ ５ ２ ０ ０
視察結果報告等、事実・記録を記載した

報告書を作成した 3・2 2・3 1・0 0・0 0・0
0・1 0・0 0・1 0・0 0・0

２５ ２１ ２ １ １
会議議事録等を成果としており、報告書

としてのまとめはしていない 16・4 15・4 1・0 0・0 0・0
2・3 0・2 0・1 1・0 1・0

１１ ７ ０ ４ ０
首長等への口頭での報告を行い書面での

まとめはしていない 4・2 2・2 0・0 2・0 0・0
5・0 3・0 0・0 2・0 0・0

３ ３ ０ ０ ０
その他

0・1 0・1 0・0 0・0 0・0
0・2 0・2 0・0 0・0 0・0

９ ８ ０ ０ １
無回答

1・3 1・3 0・0 0・0 0・0
4・1 3・1 0・0 0・0 1・0

（注）複数回答については、より上位の回答として一つのみ集計した。

（注）表中の各下段の数字は、【８】（１）の、

ア 自治体外の有識者等を含む会議を開催した

イ 教育委員会と他部局との横断的な会議を開催した（委員は自治体職員のみ）

ウ 教育委員会で会議を開催した（委員は公民館図書室職員等を含む教育委員会職員のみ）

オ その他

ア・イ
の分類ごとの内訳を の形で表示している。

ウ・オ
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（６）会議では、次の項目について議論したり報告書に記載しましたか。①～⑧のそれぞ

れについて、ア～オの該当するものを選択してください。

① 図書館の建設地

合計 新築 改築 転用 条例設置

議論し具体的な候補地、数値目標、方針等を提案又は決定した ２４ 21 1 2 0

議論し、「実施や決定にあたり考慮すべき視点」等を提案した １４ 11 2 1 0

議論したが、会議としての方向性を示すには至らなかった ２ 2 0 0 0

議論していない、又は報告書に記載していない ２４ 19 3 1 1

その他 １１ 9 1 0 1

② 図書館の面積や間取り、設置する施設等

合計 新築 改築 転用 条例設置

議論し具体的な候補地、数値目標、方針等を提案又は決定した ３６ 31 5 0 0

議論し、「実施や決定にあたり考慮すべき視点」等を提案した ２３ 19 1 2 1

議論したが、会議としての方向性を示すには至らなかった ５ 4 1 0 0

議論していない、又は報告書に記載していない ８ 5 0 2 1

その他 ５ 5 0 0 0

③ 図書館が重点的に実施すべきサービスの内容

合計 新築 改築 転用 条例設置

議論し具体的な候補地、数値目標、方針等を提案又は決定した ３１ 26 4 0 1

議論し、「実施や決定にあたり考慮すべき視点」等を提案した ２８ 26 2 0 0

議論したが、会議としての方向性を示すには至らなかった ６ 4 0 2 0

議論していない、又は報告書に記載していない １０ 6 1 2 1

その他 １ 1 0 0 0

④ 開館日（祝日開館の有無等を含む）、開館時間帯（開館・閉館時刻）等

合計 新築 改築 転用 条例設置

議論し具体的な候補地、数値目標、方針等を提案又は決定した ２９ 26 3 0 0

議論し、「実施や決定にあたり考慮すべき視点」等を提案した ２３ 20 3 0 0

議論したが、会議としての方向性を示すには至らなかった ４ 3 0 1 0

議論していない、又は報告書に記載していない １７ 12 1 3 1

その他 ３ 2 0 0 1
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⑤ 職員体制

合計 新築 改築 転用 条例設置

議論し具体的な候補地、数値目標、方針等を提案又は決定した ２５ 21 4 0 0

議論し、「実施や決定にあたり考慮すべき視点」等を提案した １９ 18 0 1 0

議論したが、会議としての方向性を示すには至らなかった ６ 6 0 0 0

議論していない、又は報告書に記載していない ２１ 13 3 3 2

その他 ５ 5 0 0 0

⑥ 選書、収集方針

合計 新築 改築 転用 条例設置

議論し具体的な候補地、数値目標、方針等を提案又は決定した １７ 14 2 0 1

議論し、「実施や決定にあたり考慮すべき視点」等を提案した ３０ 27 3 0 0

議論したが、会議としての方向性を示すには至らなかった ７ 5 2 0 0

議論していない、又は報告書に記載していない １９ 14 0 4 1

その他 ４ 4 0 0 0

⑦ 学校等の他機関との連携サービスのあり方

合計 新築 改築 転用 条例設置

議論し具体的な候補地、数値目標、方針等を提案又は決定した １１ 10 0 0 1

議論し、「実施や決定にあたり考慮すべき視点」等を提案した ２６ 23 3 0 0

議論したが、会議としての方向性を示すには至らなかった １２ 11 1 0 0

議論していない、又は報告書に記載していない ２５ 17 3 4 1

その他 ２ 2 0 0 0

⑧ 分館、図書館網整備等の将来計画

合計 新築 改築 転用 条例設置

議論し具体的な候補地、数値目標、方針等を提案又は決定した １１ 10 1 0 0

議論し、「実施や決定にあたり考慮すべき視点」等を提案した １４ 13 1 0 0

議論したが、会議としての方向性を示すには至らなかった １１ 8 2 1 0

議論していない、又は報告書に記載していない ３８ 31 3 3 1

その他 １ 0 0 0 1

（７）（６）の①～⑧以外に報告書に記載されている内容があれば記入してください。

・生涯学習センターと図書館との複合施設における運営のあり方 １

・設計者の選び方、設計者との関わりについて １

・図書館建設準備委員会は「図書館基本計画」を策定し、設計者選定委員会

の基礎資料とした １
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【９】図書館設置準備室等、図書館設置のための業務を行う体制・組織等を設置しま

したか。設置した場合は、その名称（室名、班名等）と設置された時期、構成員

の内訳（下記から選択）と人数（うち、司書有資格者数、常勤職員・非常勤職員

の別）を教えてください。なお、途中で名称、人数等が変化した場合は、変化の

状況が分かるように記入してください。（配置の際、教育委員会職員に身分が代わった

場合は、その人の担当業務、専門性を踏まえて分類してください。）

〇 体制・組織の設置の有無

合計 新築 改築 転用 条例設置

設置した ５５ ４７ ４ ２ ２

開館前 １年未満 ２ ０ ２ ０ ０

１～２年未満 ４ ４ ０ ０ ０
設

２～３年未満 ７ ７ ０ ０ ０
置

３～４年未満 ６ ６ ０ ０ ０
し

４～５年未満 ２ ２ ０ ０ ０
た

５～６年未満 ０ ０ ０ ０ ０
時

６～７年未満 ２ ２ ０ ０ ０
期

７～８年未満 １ １ ０ ０ ０

不明・無回答 ３１ ２５ ２ ２ ２

設置していない又は無回答 ５０ ３２ ７ ４ ７

〇 名称

（「図書館」を含むもの）

・図書館建設準備室（４館） ・図書館準備室（２館） ・図書館設置準備室

・図書館開設準備室 ・図書館開館準備室 ・図書館課

（単独施設として整備されたが、名称に「図書館」を含まないもの）

・学習情報センター推進室 ・文化施設建築準備室

（複合施設の名称や合築相手の施設名によるもの）

・生涯学習施設建設準備室 ・仮称ふるさと公民館開設準備室

・総合文化施設開設準備室 ・複合施設準備室

（途中で名称の変更があったもの）

・図書館建設準備室→図書館開館準備室

・図書館建設準備室→図書館建設事務局

・（仮称）生涯学習センター開設準備室→図書館開設準備室

（固有名詞を含まないもの）

・準備室
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〇体制、組織等の構成員

合 計 新築 改築 転用 条例設置

公民館図書室等の職員・学校司書（図書 ２１（２．２人） １６ ２ ２ １
に係る業務に従事していた人）

教育委員会社会教育担当課職員 ２９（３．４人） ２５ ２ １ １

教育委員会社会教育担当課以外の職員 １２（２．７人） １１ ０ ０ １

財政主管課職員 ５（１．２人） ５ ０ ０ ０

建設主管課職員 ３（２．３人） ３ ０ ０ ０

都市計画主管課職員 １（１．０人） １ ０ ０ ０

その他の自治体職員 ５（２．６人） ４ １ ０ ０

〇「その他の自治体職員」を選択した図書館の具体的な内容

・図書館勤務経験のある職員を採用した（常勤職員として） １

（注）合計欄の（ ）書きは、構成メンバーにおける当該職員の平均人数である。

（注）司書有資格者の数、常勤・非常勤職員の別については、回答数が少ないため、集計

を省略した。
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４．図書館計画に資する情報収集や要望の聴取について

【１０】図書館の設置計画を進めるにあたって、どのような相手から情報収集を行い

ましたか。①初期（構想、計画段階）、②中期（建物設計等の実施時期）、③後

期（サービス計画立案、選書等実施時期）の別に、それぞれ実施したものに「○」

を、それらの中で特に役に立った情報源があれば「◎」を、期待通りの成果が得

られなかった情報源があれば「△」を記入してください。

①初期

◎ 〇 △

図書館設置準備委員会等の有識者委員 ４ ３０ ２

図書館既設置の近隣自治体や全国の同規模自治体 １６ ５３ ０

県立図書館の市町村支援担当者等 １０ ３２ １

図書館関係団体の職員や相談窓口 ２ １５ ２

外部の有識者（図書館設置準備委員会等の有識者委員を除く） ４ １５ ０

民間のシンクタンク、業務を受注した建築設計会社等 ５ １５ ２

図書館準備室長等を自治体外から招聘しており、その人の意見 ３ ３ ２

その他 ０ ６ ０

②中期

◎ 〇 △

図書館設置準備委員会等の有識者委員 ３ ２０ １

図書館既設置の近隣自治体や全国の同規模自治体 １８ ３９ ０

県立図書館の市町村支援担当者等 ７ ２８ ２

図書館関係団体の職員や相談窓口 ２ １４ １

外部の有識者（図書館設置準備委員会等の有識者委員を除く） ３ １３ ０

民間のシンクタンク、業務を受注した建築設計会社等 ９ ２４ ２

図書館準備室長等を自治体外から招聘しており、その人の意見 ４ ４ ２

その他 ０ ５ ０

③後期

◎ 〇 △

図書館設置準備委員会等の有識者委員 ４ １６ １

図書館既設置の近隣自治体や全国の同規模自治体 １７ ３４ ０

県立図書館の市町村支援担当者等 １０ ３５ １

図書館関係団体の職員や相談窓口 １ １６ １

外部の有識者（図書館設置準備委員会等の有識者委員を除く） ２ １４ １

民間のシンクタンク、業務を受注した建築設計会社等 １ １１ ２

図書館準備室長等を自治体外から招聘しており、その人の意見 ６ ６ ２

その他 ０ ６ ０
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【１１】近隣地域、図書館先進地域等の図書館の視察を行いましたか。以下の区分を

参考にして、訪問者、参加人数、視察先図書館数を記入してください。もし、差

し支えなければ、具体的な図書館名（また、「あの人の話を聞きに行った」とい

うように特定の人との面会を目的に訪問した場合には、その人名を記入してくだ

さい）を記入してください。

〔視察の有無と参加者〕

合計 新築 改築 転用 条例設置

視察を実施した自治体 ８０ ６５ ８ ５ ２

視 首長、議員、自治体執行部等 25 19 3 2 1
察
の 図書館設置準備委員会等の委員 31 22 4 3 2
参
加 教育委員会等の関係職員 49 35 8 4 2
者

その他 8 7 0 0 1

視察を実施しなかったと記入した自治体 ４ ２ ０ １ １

無回答 ２１ １２ ３ ０ ６

〔視察先の図書館数〕

合計 新築 改築 転用 条例設置 合計 新築 改築 転用 条例設置

１館 ８ 7 0 1 0 １１館 １ 1 0 0 0

２館 ５ 5 0 0 0 １２館 ２ 2 0 0 0

３館 １１ 9 1 0 1 １３館 ２ 1 0 0 1

４館 ９ 7 1 1 0 １４館 ０ 0 0 0 0

５館 ５ 5 0 0 0 １５館 ０ 0 0 0 0

６館 ２ 1 0 1 0 １６館 １ 1 0 0 0

７館 ５ 4 1 0 0 １７館 ０ 0 0 0 0

８館 ５ 3 1 1 0 １８館 ２ 1 1 0 0

９館 ２ 2 0 0 0 １９館 ０ 0 0 0 0

１０館 ２ 2 0 0 0 ２０館 ２ 2 0 0 0

（注）視察先として、生涯学習センター（２カ所）を含む。
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〇 視察先図書館名（２館以上から回答のあったもの）

・岩手県川崎村立図書館（現：一関市立川崎図書館）

・宮城県塩竃市民図書館

・宮城県中新田町図書館（現：加美町中新田図書館）

・茨城県笠間市立図書館（現：笠間市立笠間図書館）

・茨城県守谷中央図書館

・茨城県八千代町立図書館

・栃木県小山市立中央図書館

・千葉県浦安市立中央図書館

・千葉県富里市立図書館

・山梨県（大泉村）八ヶ岳大泉図書館（現：北杜市立中央図書館（金田一春彦記念図書館））

・長野県（大町市）市立大町図書館

・愛知県蟹江町図書館

・滋賀県栗東町（現：栗東市立図書館）

・滋賀県湖東町立図書館 （現：東近江市立湖東図書館）

・滋賀県能登川町立図書館（現：東近江市立能登川図書館）

・滋賀県愛知川町立図書館（現：愛荘町立愛知川図書館）

・滋賀県高月町立図書館

・山口県須佐町立図書館（現：萩市立須佐図書館）

・佐賀県伊万里市民図書館

・佐賀県三日月町図書館（現：小城市民図書館三日月館）

・長崎県森山町立図書館（現：諫早市立森山図書館）

・熊本県泗水町立図書館（現：菊池市立泗水図書館）

・熊本県松島町図書館（現：上天草市立松島図書館）

・熊本県不知火町立図書館（現：宇城市立中央図書館）

（視察先として、のべ１４６館の回答があった。）

（注）視察参加人数については回答数が少ないため、集計を省略した。
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【１２】図書館の設置にあたり、住民の意見を聞きましたか。

合計 新築 改築 転用 条例設置

住民から文書での意見募集を行った １９ 18 1 0 0

住民意見交換会・勉強会等を開催し、住民の要望 ２４ 21 1 1 1
を聞いた

建設工事説明会の席等で意見を聞いた １４ 11 2 1 0

自治体に登録している団体等に意見を聞いた（文 ２１ 17 2 1 1
書による意見を含む）

そのような機会は設けていない ３０ 16 4 4 6

その他 １８ 14 2 0 2

無回答 ７ 6 1 0 0

〇「その他」と回答した図書館の具体的内容

・建設計画審議会で審議した １

・行政懇談会で議論した １

・建設現場見学会は開催したが意見は聞かなかった １

・「図書館づくり市民フォーラム」を１９回開催し、図書館への理解を

深めてもらうとともに、市民の意見を聞いた。また、設計者選定の

プロポーザルにおいて各設計者のプレゼンテーションを市民に公開した。 １
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５．住民への広報、機運の盛り立て等について

【１３】図書館の設置が決まってから開館までの期間の広報について回答してください。

（１）住民に対して、図書館に関する広報をしたのはいつですか。

合計 新築 改築 転用 条例設置

調査費等の予算が計上されたとき ２０ 17 1 2 0

建設地が決定したとき ２１ 17 3 0 1

建物の設計が決定したとき ３０ 27 3 0 0

建物が竣工したとき ２４ 20 3 1 0

サービス計画（開館時間等）が決まったとき ２６ 21 1 2 2

その他の時期 １３ 10 2 0 1

開館直前まで広報はしなかった ６ 1 0 2 3

〇「その他」と回答した図書館の具体的内容

・開館１ヶ月前 １

・開館１年前 １

・PFI 方式を導入することに決めたとき及び事業契約締結時 １
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（２）どのような広報媒体を利用しましたか。利用した媒体に「○」を、広報の効果があ

ったと考えられるものがあれば「◎」を、利用したものの効果があまりなかったと考

えられるものがあれば「△」を記入してください。

◎ 〇 △

３４ ６２ ０
自治体広報誌・教育委員会広報誌に記事を掲載した

31・1 43・9 0・0
2・0 4・6 0・0

３ ７ ０
開館以前から図書館報等を作成し、準備経過等を逐次公表した

3・0 5・0 0・0
0・0 1・1 0・0

２ ９ ０
子ども向けの広報を作成し学校等で配布してもらった

2・0 8・0 0・0
0・0 0・1 0・0

２ ４ １
新聞に広告を掲載した、折り込み広告を入れた

1・1 4・0 1・0
0・0 0・0 0・0

２ ９ ０
地元のケーブルテレビ・ＦＭ放送等で話題として取り上げてもらっ

た 1・0 6・2 0・0
1・0 1・0 0・0

２ ９ １
自治体広報室等を経由してマスコミへの資料配付、記者会見等で発

表した 2・0 8・0 1・0
0・0 1・0 0・0

３ １５ ０
自治体のホームページに掲載した

3・0 13・1 0・0
0・0 0・1 0・0

３ ４ ０
開館以前から図書館のホームページを開設し、準備経過等を逐次公

表した 3・0 3・0 0・0
0・0 0・1 0・0

０ ５ ０
その他

0・0 4・0 0・0
0・0 0・1 0・0

〇「その他」と回答した図書館の具体的内容

・利用者登録の事前登録を実施した １
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（注）前ページ表中の各下段の数字は、新築、改築、転用、条例設置の分類ごとの内訳を、

新築・改築
の形で表示している。

転用・条例設置

（３）住民に図書館開館を意識させるイベントを行いましたか。

合計 新築 改築 転用 条例設置

建設候補地や工事中の建物の見学会を開催した １９ 18 0 0 1

近隣自治体の図書館見学会等を開催した ８ 6 1 0 1

選書ツアー
（＊）

を実施した ３ 3 0 0 0

公民館等で時間を区切って、図書館サービスを仮想的に実施した ２ 2 0 0 0

特に実施していない ５５ 36 8 6 5

その他 １９ 18 1 0 0

（＊）選書ツアー：住民とともに近隣の大規模書店等に出向き、蔵書を選ぶイベント

〇「その他」と回答した図書館の具体的内容

・公民館図書室等で絵本展、大型絵本の展示会を実施した ３

・新刊搬入イベントを行った １

・配架ツアーを実施した １

・小学校の図書室でブックキャラバンを実施した １

・県立図書館主催の講演会を実施した １

・図書館建物の落成式を実施した １
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６．図書館計画の決定について

【１４】図書館施設や職員数はどのように決定しましたか。

（１）図書館の所在地は、どのように決まりましたか。

合計 新築 改築 転用 条例設置

教育委員会が選定した ７ 6 0 1 0

複数の候補地（自治体の既取得地等）から教育委員会が １２ 12 0 0 0
選定した

教育委員会の示した要件を踏まえて、他の部局が選定し ９ 5 2 2 0
た

教育委員会以外の部署が選定した（教育委員会は要件を示さなかった、又は示し １０ 10 0 0 0
たが考慮されなかった。複合施設で他の施設の要件が優先された。）

複合施設であり、他の施設と共通の要件として決めた（教 １９ 17 2 0 0
育委員会が他の部局と相談して決めた場合を含む）

複合施設であり、当該所在地に設置することが前提の話 ３１ 26 3 2 0
であった

条例設置であり、所在地は従前のままである ９ 0 1 0 8

その他 ６ 3 2 1 0

（２）図書館は必要な床面積を確保できましたか。

合計 新築 改築 転用 条例設置

概ね必要な面積が確保できた ４２ 40 2 0 0

敷地や建築規制等との兼ね合いから当初の予想より少な １０ 5 3 2 0
い面積となった

建築費用等との兼ね合いから当初の予想より少ない面積 １０ 9 1 0 0
となった

複合施設であり、図書館以外に必要な面積から、図書館 ９ 8 1 0 0
の面積が制約された（図書館側の要望により、一定の修正が行われた）

複合施設であり、図書館となる面積はあらかじめ決まっ １８ 14 3 1 0
ていた

条例設置であり、施設は従前のままである ９ 0 0 1 8

その他 ３ 1 0 2 0
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（３）施設の平面設計（間取り等）は希望通りになりましたか。

合計 新築 改築 転用 条例設置

概ね希望通りの間取りとなった ３８ 35 3 0 0

敷地や建築規制等との兼ね合いから希望の間取りとなら １２ 6 3 3 0
ない部分があった

建築費用等との兼ね合いから希望の間取りとならない部 ５ 5 0 0 0
分があった

複合施設であり、図書館以外の施設の事情から、図書館 １５ 14 1 0 0
の間取りが制約された（図書館側の要望により、一定の修正が行われた）

複合施設であり、図書館の間取りはあらかじめ決まって １４ 11 2 1 0
いた

コンペ方式を導入したため、設計者の意見が優先され、 ８ 8 0 0 0
希望の間取りとならない部分があった

条例設置であり、従前のままである ９ 0 0 1 8

その他 ５ 3 1 1 0

（４）図書館職員の人数や身分は希望通りになりましたか。

合計 新築 改築 転用 条例設置

概ね希望通りの体制となった ３７ 28 4 3 2

業務量に対して、職員（非常勤職員を含む）の人数が不 ２８ 22 2 2 2
足している

正規職員が実施すべき業務に対して、正規職員数が不足 ２２ 19 3 0 0
している

業務の内容に対して、司書資格を有する職員（非常勤職 １０ 9 0 1 0
員を含む）の数が不足している

司書有資格職員に対して、専門職としての任命が行われ １１ 9 1 0 1
ていない

その他 １１ 6 2 0 3
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（５）施設や運営について、当初計画と実態に大きな差が生じているもの、運営上の課題

となっていることなどがあれば、記入してください。

・講座を開く部屋がないので、行事を行う際には場所の確保が必要になる

・職員数が少なく、休みを取りにくい

・書庫不足が顕在化している

・図書購入費が大幅削減された

・不特定多数の人々が出入りする施設の特性上、危機管理体制に重点を置く必要がある

と考えている

・レファレンス、受付、選書、児童サービス等で職員が不足しているため、臨時職員で

補っている

・開館当初は、職員体制が希望通りであったが、その後臨時職員が削減され、残った臨

時職員についても賃金が大幅に削減された
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７．図書館サービス、運営の現状と今後の課題等について

【１５】現在の図書館サービスの現状、課題等について回答してください。

（１）図書館サービス計画を策定していますか

合計 新築 改築 転用 条例設置

開館前に策定している ３３ 31 2 0 0

開館後に策定している ２ 0 2 0 0

開館前に策定し、既に１回以上改定した ８ 7 0 1 0

開館後に策定し、既に１回以上改定した ３ 2 0 1 0

現在策定中である ３ 2 1 0 0

策定していない ４９ 33 5 4 7

その他 ５ 4 0 0 1

（２）図書館サービス計画を策定している図書館に伺います。その計画では、計画を実施

すべき期間を定めていますか。

合計 新築 改築 転用 条例設置

単年度（１年間）を対象とした計画であり、毎年作成し １５ 12 2 1 0
ている

単年度（１年間）を対象とした計画であったが、現在は １ 1 0 0 0
作成していない（又は、計画を策定する年と策定しない年がある）

複数年度を対象とした計画である ６ 6 0 0 0

計画の実施期間は定めていない・長期的な内容を記載し ２７ 23 3 1 0
た計画である

その他 ４ 3 0 1 0

〇 複数年度を対象とした図書館サービス計画を策定している図書館における計画期間

・ ３年間 １

・ ５年間 ２

・１０年間 １
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（３）図書館が実施するサービスは当初の予定通りに実施できていますか。該当するもの

すべてに「○」を、特にそう思うもの１つに「◎」をつけてください。

合 計 新築 改築 転用 条例設置
◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇

概ね予定通り実施できている ３ ２９ 3 21 0 2 0 2 0 4

予算額との兼ね合いから予定通りとなっ １８ ３８ 13 31 2 4 2 0 1 3
ていない部分がある

職員数等との兼ね合いから予定通りとな ５ ３１ 5 25 0 3 0 2 0 1
っていない部分がある

実際の業務に予定以上に時間や手間がかかり、 ２ ７ 1 7 1 0 0 0 0 0
予定通りとなっていない部分がある

サービスを行う相手施設の事情で予定通 ０ ３ 0 3 0 0 0 0 0 0
りとなっていない部分がある

複合施設であり、施設全体の事情から、 ３ ４ 3 3 0 0 0 1 0 0
図書館サービスが制約されている

その他 ２ ２ 1 1 1 1 0 0 0 0

（４）住民の図書館利用の状況はどうですか。該当するものすべてに「○」を、特にそう

思うもの１つに「◎」をつけてください。

合 計 新築 改築 転用 条例設置
◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇

多くの住民が利用しており利用者に偏り ７ ２６ 7 22 0 3 0 0 0 1
はほとんどない

利用者は年齢層に偏りがあるように感じ ９ ３６ 8 22 1 5 0 3 0 6
る

利用者は居住地域に偏りがあるように感 １０ ３６ 6 27 2 2 2 2 0 5
じる

利用者は、上記以外の偏りがあるように ４ ６ 4 4 0 0 0 1 0 1
感じる

図書・雑誌等の紙媒体資料の館内利用は ０ ８ 0 7 0 0 0 0 0 1
予想より少ない

図書・雑誌等の紙媒体資料の貸出は予想 ０ １０ 0 9 0 1 0 0 0 0
より少ない

視聴覚資料の利用は予想より少ない ０ ２ 0 1 0 0 0 0 0 1

インターネット接続端末の利用は予想よ １ ７ 1 7 0 0 0 0 0 0
り少ない

レファレンスの利用は予想より少ない １１ １２ 9 11 0 0 1 0 1 1

その他 ０ １ 0 1 0 0 0 0 0 0
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（５）現在までに一定の取組ができていると考えるサービスは何ですか。また、今後、図

書館として充実させていきたいサービスは何ですか。該当するものすべてに「○」を、

特にそう思うもの１つに「◎」をつけてください。

〔現在までの取組〕

合 計 新築 改築 転用 条例設置
◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇

図書・雑誌等の紙媒体資料の量的な充実 ７ ４４ 6 38 1 3 0 2 0 1

レファレンス資料の充実等、資料の体系 ０ ２１ 0 18 0 3 0 0 0 0
化

CD-ROM 等視聴覚資料の充実 ２ ２５ 2 24 0 0 0 0 0 1

インターネット接続端末の設置 ７ ４７ 7 40 0 5 0 2 0 0

有料の商業データベースの提供 ０ ７ 0 7 0 0 0 0 0 0

レファレンスサービスの充実 ２ ２７ 2 21 0 3 0 2 0 1

他施設と連携したサービスの充実 １ ２３ 1 17 0 2 0 1 0 3

分館網、サービス拠点等の充実によるサ ４ １１ 4 11 0 0 0 0 0 0
ービスの全域化

図書館広報の充実 ２ ２４ 2 22 0 0 0 1 0 1

その他 ２ ６ 2 3 0 1 0 1 0 1

〇「その他」と回答した図書館の具体的内容

・住民・ボランティア等との協働 ２

・児童サービス、障害者サービス、集会・行事等の実施 ２

・財源不足で充実したサービスができていない ２

・地域資料・行政資料の充実 １

・相互貸借の実施 １

・レファレンスサービス １
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〔今後の取組〕

合 計 新築 改築 転用 条例設置
◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇

図書・雑誌等の紙媒体資料の量的な充実 ２０ ３２ 17 25 1 4 1 1 1 2

レファレンス資料の充実等、資料の体系 ６ ４１ 4 35 1 1 1 1 0 4
化

CD-ROM 等視聴覚資料の充実 １ １９ 1 17 0 1 0 0 0 1

インターネット接続端末の設置 ２ １３ 0 10 1 2 1 1 0 0

有料の商業データベースの提供 １ １１ 1 10 0 1 0 0 0 0

レファレンスサービスの充実 ８ ４０ 8 33 0 4 0 1 0 2

他施設と連携したサービスの充実 ９ ３８ 9 27 0 6 0 3 0 2

分館網、サービス拠点等の充実によるサ ７ ２０ 5 16 2 1 0 0 0 3
ービスの全域化

図書館広報の充実 ５ ３２ 4 29 0 0 0 1 1 2

その他 １ ６ 0 6 0 0 1 0 0 0

〇「その他」と回答した図書館の具体的内容

・郷土資料・参考資料の充実 ２

・児童サービスの実施 ２

・住民・ボランティア等との協働 １

・相互貸借の実施 １

・レファレンスサービスの充実 １
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そのほか全体を通じて自由記入欄に記載されていた意見

・担当者の異動や退職などにより当時の状況はよく分からなくなっている

・市町村合併により、当時の状況の問い合わせ先すら分からなくなっている

・図書館設置当時の担当係長は、図書館に相当の思い入れがあったと聞いている

・人事交流により、県立図書館職員が２年間赴任していたので、開館に向けた準備が順

調に進んだ

・最初に複合施設の建築が決まり、付随して図書館設置が決まった。建設は農林課が担

当した。急遽、図書館が設置されることになり、開館まで時間がなかった（施設建設

の話から着工まで６ヶ月、その１年２ヶ月後に開館）が、設置に至る経緯にしては、

開館後の運営は順調である。

・議会からの働きかけがあり、床面積を当初計画より広くすることができた

・島嶼部にある唯一の図書館であることから、図書館のない地域へのサービス向上も検

討していかなければならない

・選書、レファレンスサービスなどは経験を必要とする業務であるから、雇用の安定を

図り、長期の雇用を確保することで、司書の専門性を養う環境が必要である

・市町村合併でサービスに範囲が広がり充実したが、専門職採用だった司書が一般職員

になるなどの影響がでている

・開館半年後に市町村合併が行われ、充実したサービスと呼べるものはない

・市町村合併により市内に４図書館が設置されたが、財政難により１図書館への統合が

計画されている

・市町村合併でシステムは統合されたが、財政難から指定管理者制度の導入や図書館の

統廃合、移動図書館車の廃止が計画されている
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公立図書館設置に向けた市町村の取組等に関する調査

質 問 票

【回答にあたっての留意事項】

○ 各設問は、複数回答可能です。該当する選択肢が複数ある場合は、すべ

てに「○」をつけるなどしてください。

○ 各設問で「その他」を選択した場合は、具体的な説明を自由記入欄に記

入してください。

【回答記入者のプロフィール】

本調査の回答者は以下のどれに該当しますか。該当するものを選んでください。

また、特別な状況がある場合には自由記入欄にご説明ください。

ア 当時の担当であった、又は同じ部署にいて良く知っている

イ 当時同じ部署にいてある程度知っている、又は引継ぎ等で詳しく聞いた

ウ 本調査の回答に当たり、当時の担当者等に確認した

エ その他

１．図書館施設の形態、規模及び建設財源について

【１】貴図書館の施設の種類は何ですか。複合施設の場合は、同一建物に設置さ

れている施設名を記入してください。

ア 単独施設（建物に図書館のみが設置されている）

イ 複合施設（図書館以外の施設も設置されている）

ウ 単独施設であるが、図書館が他の業務も実施している（住民票発行の取り次ぎ

を行っているなど（住民が直接操作する発行機が設置されているだけの場合等は除く））

エ その他
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【２】施設の規模や建設費、補助金の有無等について記入してください。

（１）施設の （ 新築 ・ 改築 ・ 転用 ・ 条例設置 ） の別

（２）敷地面積と図書館の延べ床面積及び建物全体の延べ床面積（単位：㎡）

（３）建物の施設費（建築費又は改築費、修繕費等）と以下の内訳（単位：百万円）

ア 複合施設の場合は図書館部分のみの金額

イ 自治体予算額（総額から補助金等を除いた額）と起債額、起債の名称

ウ 県、国の各省庁、特殊法人等の団体から交付された補助金・交付金等に

ついて、補助金等の交付者、補助金等の名称、補助額、補助対象施設（図

書館への補助、図書館外の併設施設への補助、建物全体への補助のどれか）

（４）図書館の開設にあわせて申請・交付された施設費以外の補助金・交付金が

あれば、補助金等の交付者、補助金等の名称、補助額を記入してください。

（注１）（１）の「転用」は、別用途に使用していた建物を改修工事をせずに転用した場合を指し、「条例

設置」は図書館条例を制定して既存の公民館図書室等を図書館に位置付けた場合を指します。

（注２）施設費には、当該施設の建築又は修繕に要する本工事費、附帯工事費及び事務費を含みます。

（注３）起債の例としては、一般事業債、地域総合整備事業債、合併特例債

県費補助金の例としては、市町村振興補助金

施設全体を補助対象とする国の補助金の例としては、二酸化炭素排出抑制対策事業（環境省）

図書館以外を補助対象とする国の補助金の例としては、社会体育施設整備費補助金（文部科学省）

団体の補助金の例としては、太陽光発電新技術等フィールドテスト事業（新エネルギー・産業技

術総合開発機構（ＮＥＤＯ））

施設費以外の補助金の例としては、図書館の地域ＩＴ学習情報拠点化推進事業（文部科学省）

【３】現状では、公立図書館は、過疎地域自立促進特別措置法に基づく過疎債の

起債対象に含まれていませんが、起債可能であったとしたら、過疎債による

図書館建設を行っていたと考えますか。

ア 当時も検討した、適用されるのであれば起債しただろう

イ 当時は検討していないが、適用されるのであれば起債するだろう

ウ 当自治体は過疎債の対象地域でないが、対象であれば起債したであろう

エ 他の方法により財源が確保できるので過疎債は利用しないだろう

オ その他

２．図書館設置の経緯、建設当時の住民の意識について

【４】図書館の設置について、教育委員会として最初に検討を始めたのは図書館

開館のどれくらい前ですか。開館の×年×月位前と回答してください。



- 3 -

【５】図書館を設置することになった理由は何ですか。理由として考えられるも

のに「○」を、具体的な作業に入ることになった直接のきっかけと考えられ

るものに「◎」を記入してください。

ア 首長が図書館の設置を判断した、又は選挙公約であった

イ 議会が図書館設置の議決をした、又は議員からの強い働きかけがあった

ウ 教育委員会として設置の必要性を感じていた

エ 自治体に設置された何らかの有識者会議等で図書館の必要性が指摘された

オ 自治体の地域計画・総合計画等に記載された

カ 住民・団体からの要望があった、議会への陳情があったなど

キ 周辺の自治体等で図書館が設置されたことが刺激になった

ク その他

【６】図書館を設置するということが地域住民に広く知られるようになったきっ

かけは、どのようなことでしたか。

ア 図書館設置を公約とする首長が当選した、図書館設置を推進する会派が議

会の多数派になった

イ 首長・教育長等が、議会、記者会見等で図書館を設置する旨の発言をした

ウ 図書館設置関連の予算措置（調査費、設計費等）が報道された

エ 議会で図書館設置に関する要望が議決されたことが報道された

オ 自治体の地域計画・総合計画等に具体的な設置計画が記載された

カ 図書館設置に関心のある住民団体等が行政の取組を住民に紹介していた

キ 行政が積極的に広報した

ク 特にない、着工まで（又は開館間近まで）広く認識されることはなかった

ケ その他

【７】図書館を設置することが決まった当時、図書館設置に対する地域住民の対

応、反応はどのようでしたか。

ア 住民運動や陳情が行われるなど図書館設置が住民要望の高い順位にあった

イ 読書普及や図書館設置の運動を行う団体が複数あるなど、住民から広く要

望があった

ウ 読書普及や図書館設置の運動を行う団体等があったが、積極的な要望は一

部の住民からであった

エ 読書会等の団体はあったが、図書館設置という要望はあまりなかった

オ 読書に関する団体もなく、図書館設置という要望はほとんど聞いていない

カ その他
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３．図書館設置に向けた教育委員会等の体制について

【８】図書館の設置準備のために開催した会議等について記入してください。

（１）図書館設置準備委員会等の会議を開催しましたか。

ア 自治体外の有識者等を含む会議を開催した

イ 教育委員会と他部局との横断的な会議を開催した（委員は自治体職員のみ）

ウ 教育委員会で会議を開催した（委員は公民館図書室職員等を含む教育委員

会職員のみ）

エ 会議は開催していない

オ その他

（２）会議はどのような位置づけでしたか。

ア 図書館の設置に向けた具体的な要件・数値目標等を検討し決定する

イ 図書館の設置に向けた方向性、方針を検討し決定する

ウ 図書館のあり方を決めるための基礎的な資料、検討用資料をまとめる

エ 関係者の懇談会、情報交換会、又は合意・情報伝達等

オ その他

（３）会議等の設置時期と開催回数を記入してください。

（４）会議の委員の内訳（下記から選択）とそれぞれの人数を記入してください。
（途中で委員の変更等があった場合は、最終時期の構成で回答してください。一人の委員が複数の要

件に該当する場合は、もっとも重要な選考理由と考えられるものに分類してください。）

【委員の内訳】

Ａ 学識者、大学教員など Ｂ 社会教育委員等、他の有識者会議の充て職

Ｃ 当該都道府県の県立図書館職員 Ｄ 他自治体の図書館職員（他県の県立図書館職員を含む）

Ｅ 地域の教員 Ｆ 連携先となり得る施設の職員

Ｇ 地域の団体（自治会、ボランティア団体等を含む）の構成員 Ｈ 公募に応募した人

Ｉ その他の人（自治体職員を除く） Ｊ 公民館図書室等の職員・学校司書

Ｋ 教育委員会社会教育担当職員 Ｌ 教育委員会社会教育担当以外の職員

Ｍ 財政主管職員 Ｎ 建設主管職員

Ｏ 都市計画主管職員 Ｐ その他の自治体職員（具体的に記入）
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（５）報告書（答申、意見のまとめ等の名称を含む）を作成しましたか。

ア 検討結果をまとめた報告書を作成した

イ 視察結果報告等、事実・記録を記載した報告書を作成した

ウ 会議議事録等を成果としており、報告書としてのまとめはしていない

エ 首長等への口頭での報告を行い書面でのまとめはしていない

オ その他

（６）会議では、次の項目について議論したり報告書に記載しましたか。①～⑧

のそれぞれについて、ア～オの該当するものを選択してください。

① 図書館の建設地

② 図書館の面積や間取り、設置する施設等

③ 図書館が重点的に実施すべきサービスの内容

④ 開館日（祝日開館の有無等を含む）、開館時間帯（開館・閉館時刻）等

⑤ 職員体制

⑥ 選書、収集方針

⑦ 学校等の他機関との連携サービスのあり方

⑧ 分館、図書館網整備等の将来計画

ア 議論し具体的な候補地、数値目標、方針等を提案又は決定した

イ 議論し、「実施や決定にあたり考慮すべき視点」等を提案した

ウ 議論したが、会議としての方向性を示すには至らなかった

エ 議論していない、又は報告書に記載していない

オ その他

（７）（６）の①～⑧以外に報告書に記載されている内容があれば自由記入欄に

記入してください。

【９】図書館設置準備室等、図書館設置のための業務を行う体制・組織等を設置

しましたか。設置した場合は、その名称（室名、班名等）と設置された時期、

構成員の内訳（下記から選択）と人数（うち、司書有資格者数、常勤職員・

非常勤職員の別）を教えてください。なお、途中で名称、人数等が変化した

場合は、変化の状況が分かるように記入してください。（配置の際、教育委員会職

員に身分が代わった場合は、その人の担当業務、専門性を踏まえて分類してください。）

【構成員の内訳】

Ａ 公民館図書室等の職員・学校司書（図書に係る業務に従事していた人）

Ｂ 教育委員会社会教育担当職員 Ｃ 教育委員会社会教育担当以外の職員

Ｄ 財政主管職員 Ｅ 建設主管職員 Ｆ 都市計画主管職員 Ｇ その他の自治体職員
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４．図書館計画に資する情報収集や要望の聴取について

【１０】図書館の設置計画を進めるにあたって、どのような相手から情報収集を

行いましたか。①初期（構想、計画段階）、②中期（建物設計等の実施時期）、

③後期（サービス計画立案、選書等実施時期）の別に、それぞれ実施したも

のに「○」を、それらの中で特に役に立った情報源があれば「◎」を、期待

通りの成果が得られなかった情報源があれば「△」を記入してください。

ア 図書館設置準備委員会等の有識者委員

イ 図書館既設置の近隣自治体や全国の同規模自治体

ウ 県立図書館の市町村支援担当者等

エ 図書館関係団体の職員や相談窓口

オ 外部の有識者（「ア」を除く）

カ 民間のシンクタンク、業務を受注した建築設計会社等

キ 図書館準備室長等を自治体外から招聘しており、その人の意見

ク その他

【１１】近隣地域、図書館先進地域等の図書館の視察を行いましたか。以下の区

分を参考にして、訪問者、参加人数、視察先図書館数を記入してください。

もし、差し支えなければ、具体的な図書館名（また、「あの人の話を聞きに

行った」というように特定の人との面会を目的に訪問した場合には、その人

名を記入してください）を記入してください。

① 首長、議員、自治体執行部等

② 図書館設置準備委員会等の委員

③ 教育委員会等の関係職員

④ その他

【１２】図書館の設置にあたり、住民の意見を聞きましたか。

ア 住民から文書での意見募集を行った

イ 住民意見交換会・勉強会等を開催し、住民の要望を聞いた

ウ 建設工事説明会の席等で意見を聞いた

エ 自治体に登録している団体等に意見を聞いた（文書による意見を含む）

オ そのような機会は設けていない

カ その他
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５．住民への広報、機運の盛り立て等について

【１３】図書館の設置が決まってから開館までの期間の広報について回答してく

ださい。

（１）住民に対して、図書館に関する広報をしたのはいつですか。

ア 調査費等の予算が計上されたとき

イ 建設地が決定したとき

ウ 建物の設計が決定したとき

エ 建物が竣工したとき

オ サービス計画（開館時間等）が決まったとき

カ その他の時期

キ 開館直前まで広報はしなかった

（２）どのような広報媒体を利用しましたか。利用した媒体に「○」を、広報の

効果があったと考えられるものがあれば「◎」を、利用したものの効果があ

まりなかったと考えられるものがあれば「△」を記入してください。

ア 自治体広報誌・教育委員会広報誌に記事を掲載した

イ 開館以前から図書館報等を作成し、準備経過等を逐次公表した

ウ 子ども向けの広報を作成し学校等で配布してもらった

エ 新聞に広告を掲載した、折り込み広告を入れた

オ 地元のケーブルテレビ・ＦＭ放送等で話題として取り上げてもらった

カ 自治体広報室等を経由してマスコミへの資料配付、記者会見等で発表した

キ 自治体のホームページに掲載した

ク 開館以前から図書館のホームページを開設し、準備経過等を逐次公表した

ケ その他

（３）住民に図書館開館を意識させるイベントを行いましたか。

ア 建設候補地や工事中の建物の見学会を開催した

イ 近隣自治体の図書館見学会等を開催した

ウ 選書ツアー（＊）を実施した

エ 公民館等で時間を区切って、図書館サービスを仮想的に実施した

オ 特に実施していない

カ その他

（選書ツアー：住民とともに近隣の大規模書店等に出向き、蔵書を選ぶイベント）
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６．図書館計画の決定について

【１４】図書館施設や職員数はどのように決定しましたか。

（１）図書館の所在地は、どのように決まりましたか。

ア 教育委員会が選定した

イ 複数の候補地（自治体の既取得地等）から教育委員会が選定した

ウ 教育委員会の示した要件を踏まえて、他の部局が選定した

エ 教育委員会以外の部署が選定した（教育委員会は要件を示さなかった、又

は示したが考慮されなかった。複合施設で他の施設の要件が優先された。）

オ 複合施設であり、他の施設と共通の要件として決めた（教育委員会が他の

部局と相談して決めた場合を含む）

カ 複合施設であり、当該所在地に設置することが前提の話であった

キ 条例設置であり、所在地は従前のままである

ク その他

（２）図書館は必要な床面積を確保できましたか。

ア 概ね必要な面積が確保できた

イ 敷地や建築規制等との兼ね合いから当初の予想より少ない面積となった

ウ 建築費用等との兼ね合いから当初の予想より少ない面積となった

エ 複合施設であり、図書館以外に必要な面積から、図書館の面積が制約され

た（図書館側の要望により、一定の修正が行われた）

オ 複合施設であり、図書館となる面積はあらかじめ決まっていた

カ 条例設置であり、施設は従前のままである

キ その他

（３）施設の平面設計（間取り等）は希望通りになりましたか。

ア 概ね希望通りの間取りとなった

イ 敷地や建築規制等との兼ね合いから希望の間取りとならない部分があった

ウ 建築費用等との兼ね合いから希望の間取りとならない部分があった

エ 複合施設であり、図書館以外の施設の事情から、図書館の間取りが制約さ

れた（図書館側の要望により、一定の修正が行われた）

オ 複合施設であり、図書館の間取りはあらかじめ決まっていた

カ コンペ方式を導入したため、設計者の意見が優先され、希望の間取りとな

らない部分があった

キ 条例設置であり、従前のままである

ク その他
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（４）図書館職員の人数や身分は希望通りになりましたか。

ア 概ね希望通りの体制となった

イ 業務量に対して、職員数（非常勤職員を含む）の人数が不足している

ウ 正規職員が実施すべき業務に対して、正規職員数が不足している
→正規職員が実施すべきと考える業務を自由記入欄に具体的に記入してください

エ 業務の内容に対して、司書資格を有する職員（非常勤職員を含む）の数が

不足している

オ 司書有資格職員に対して、専門職としての任命が行われていない

カ その他

（５）施設や運営について、当初計画と実態に大きな差が生じているもの、運営

上の課題となっていることなどがあれば、自由記入欄に記入してください。

７．図書館サービス、運営の現状と今後の課題等について

【１５】現在の図書館サービスの現状、課題等について回答してください。

（１）図書館サービス計画を策定していますか

ア 開館前に策定している

イ 開館後に策定している

ウ 開館前に策定し、既に１回以上改定した

エ 開館後に策定し、既に１回以上改定した

オ 現在策定中である

カ 策定していない

キ その他

（２）図書館サービス計画を策定している図書館に伺います。その計画では、計

画を実施すべき期間を定めていますか。

ア 単年度（１年間）を対象とした計画であり、毎年作成している

イ 単年度（１年間）を対象とした計画であったが、現在は作成していない（又

は、計画を策定する年と策定しない年がある）

ウ 複数年度を対象とした計画である →計画期間を記入してください

エ 計画の実施期間は定めていない・長期的な内容を記載した計画である

オ その他

- 10 -

（３）図書館が実施するサービスは当初の予定通りに実施できていますか。該当

するものすべてに「○」を、特にそう思うもの１つに「◎」をつけてください。

ア 概ね予定通り実施できている

イ 予算額との兼ね合いから予定通りとなっていない部分がある

ウ 職員数等との兼ね合いから予定通りとなっていない部分がある

エ 業務に予定以上に時間や手間がかかり、予定通りとなっていない部分がある

オ サービスを行う相手施設の事情で予定通りとなっていない部分がある

カ 複合施設であり、施設全体の事情から、図書館サービスが制約されている

キ その他

（４）住民の図書館利用の状況はどうですか。該当するものすべてに「○」を、

特にそう思うもの１つに「◎」をつけてください。

ア 多くの住民が利用しており利用者に偏りはほとんどない

イ 利用者は年齢層に偏りがあるように感じる

ウ 利用者は居住地域に偏りがあるように感じる

エ 利用者は、「イ」「ウ」以外の偏りがあるように感じる

オ 図書・雑誌等の紙媒体資料の館内利用は予想より少ない

カ 図書・雑誌等の紙媒体資料の貸出は予想より少ない

キ 視聴覚資料の利用は予想より少ない

ク インターネット接続端末の利用は予想より少ない

ケ レファレンスの利用は予想より少ない

コ その他

（５）現在までに一定の取組ができていると考えるサービスは何ですか。また、

今後、図書館として充実させていきたいサービスは何ですか。該当するもの

すべてに「○」を、特にそう思うもの１つに「◎」をつけてください。

ア 図書・雑誌等の紙媒体資料の量的な充実

イ レファレンス資料の充実等、資料の体系化

ウ CD-ROM 等視聴覚資料の充実

エ インターネット接続端末の設置

オ 有料の商業データベースの提供

カ レファレンスサービスの充実

キ 他施設と連携したサービスの充実

ク 分館網、サービス拠点等の充実によるサービスの全域化

ケ 図書館広報の充実

コ その他
（質問は以上です、ご協力ありがとうございました。）



（Ｆａｘ送信票）

筑波大学 From：

図書館情報メディア研究科専任講師 （図書館名） （都道府県名）

濱 田 幸 夫 宛 （担当者氏名） （役職）

（Ｆａｘ ） （電話） （Ｆａｘ） （e-mail）

公立図書館設置に向けた市町村の取組等に関する調査回答用紙

プロフィール 【２】 （３）ウ、（４）

（１） 新築 ・ 改築 ・ 転用 補助金交付者 補助金等の名称 補助額 対象 補助
（省庁名等） 施設 費目

（２）
図書館

施設費

【１】 敷地面積 ㎡
図書館外

（百万円）
施設全体 施設費以外

ア～エを選択 図書館面積 ㎡
図書館

施設費

建物面積 ㎡
図書館外

（百万円）
施設全体 施設費以外

併設施設名 （３）ア、イ
図書館

施設費

全体の施設費 百万円
図書館外

（百万円）
施設全体 施設費以外

うち図書館分 百万円
図書館

施設費

起債額と 百万円
図書館外

起債の名称 （百万円）
施設全体 施設費以外

【１】～【７】に関する自由記入欄

【３】 【４】 年 月前 【７】

【５】 ア イ ウ エ オ カ キ ク

【６】 ア イ ウ エ オ カ キ ク ケ

【８】（会議が２つある場合は２段書きする） 【９】 【１０】

（１） （２） （３） （５） （４）
設置時期 ① ア イ ウ エ オ カ キ ク
平成

年 月

開催回数 回 ② ア イ ウ エ オ カ キ ク

（６） ③ ア イ ウ エ オ カ キ ク

① ② ③ ④

【１１】

⑤ ⑥ ⑦ ⑧

（Ａ：２人、Ｃ：１人などと記入する）

【１２】 【１４】

（１） （２） （３） （４） （５）

ア イ ウ エ オ カ

【１３】
【８】～【１２】に関する自由記入欄

（１） ア イ ウ エ オ カ キ

（２） ア イ ウ エ オ カ キ ク ケ

（３） ア イ ウ エ オ カ

【１５】

（１） ア イ ウ エ オ カ キ

【１３】～【１５】に関する自由記入欄

（２） ア イ ウ エ オ ウの場合の計画期間

（３） ア イ ウ エ オ カ キ ク ケ コ

現在まで ア イ ウ エ オ カ キ ク ケ コ

（４）

今後充実 ア イ ウ エ オ カ キ ク ケ コ


	15_2-3調査タイトル
	16_2-3レジュメ
	17_2-3集計結果

